
平成２１年度当初予算案

主 要 事 項 説 明 資 料

商工労働観光部



商工労働観光部

1 京都ジョブパーク推進費 総合就業支援室

2 障害者総合就労支援事業費 総合就業支援室

3 就業支援等緊急対策事業費 総合就業支援室

4 緊急雇用対策事業費 総合就業支援室

5 中小企業サポートチーム運営費 産業労働総務課

6 「京都 知恵と力の博覧会」開催準備費 産業労働総務課

8 中小企業金融支援費 経営支援課

9 地域ビジネスサポート推進事業費 経営支援課

10 中小企業経営承継支援事業費 経営支援課

11 健康創出産業振興事業費 ものづくり振興課

12 環境産業等産学公研究開発支援事業費 ものづくり振興課

13 京都ＩＴバザール推進事業費 ものづくり振興課

14 グローバル産学公連携拠点推進事業費 ものづくり振興課

15 中小企業研究開発等応援事業費 ものづくり振興課

16 学研都市大学発ベンチャー支援事業費 ものづくり振興課

18 北部産業技術支援センター・綾部推進事業費 ものづくり振興課

19 北部産業活性化拠点・京丹後推進事業費 ものづくり振興課

20 中小企業知的資産活用推進事業費 ものづくり振興課

21 京都エコ産業推進事業費 ものづくり振興課

22 中小企業活力向上支援事業費 ものづくり振興課

23 京都知的クラスター連携推進事業費 ものづくり振興課

24 課題対応型中小企業力向上人材確保事業費 ものづくり振興課

京都映画・映像産業ルネッサンス事業費17
ものづくり振興課

文化芸術室

担い手支援課
産業労働総務課

「きょうと農商工連携応援ファンド」推進事業費7
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商工労働観光部

主 要 事 項 説 明 資 料 目 次

頁 事　　　　　　業　　　　　名 担 当 室・課

25 京都ものづくりフェア開催費 ものづくり振興課

26 離職者等再就職訓練事業費 ものづくり振興課

27 障害者自立就労支援事業費 ものづくり振興課

28 職業訓練支援事業費 ものづくり振興課

29 高等技術専門校整備費 ものづくり振興課

31 京もの愛用推進事業費 染織・工芸課

32 京もの工芸品産地等支援事業費 染織・工芸課

33 高校生きものチャレンジ事業費 染織・工芸課

34 丹後織物ルネッサンス事業費 染織・工芸課

35 京都イタリア中小企業交流支援事業費 染織・工芸課

36 「京の老舗」表彰事業費 染織・工芸課

38 京都産業立地戦略21特別対策事業費補助金 企業立地推進課

39 伝統と文化のものづくり産業振興補助金 企業立地推進課

40 中心市街地商店街活性化総合支援事業費 貿易・商業課

42 絆・賑わい商店街推進事業費 貿易・商業課

43 京都府北部物流産業総合振興事業費 貿易・商業課

44 京都舞鶴港貿易振興強化推進費 貿易・商業課

45 上海万博出展事業費 貿易・商業課

46 「京都モデル」子育て応援中小企業推進事業費 労政課

47 京都観光未来塾推進事業費 観光課

48 京都・花灯路推進事業費 観光課

染織・工芸課
観光課

感動創造ものづくり推進事業費37

匠の公共事業費30

貿易・商業課
男女共同参画課

41 元気のある商店街づくり支援事業費

染織・工芸課
企業立地推進課



商工労働観光部

主 要 事 項 説 明 資 料 目 次

頁 事　　　　　　業　　　　　名 担 当 室・課

49 丹後広域観光等推進事業費 観光課

50 京都府観光ブランド推進事業費 観光課

51 観光資源魅力向上事業費 観光課

52 総合観光案内所整備費 観光課

 



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都ジョブパーク推進費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別２２６，６８２千円

１ 趣 旨

正規雇用を望む若年者はもとより、中高年齢者や女性の方、さらには障

害のある方など幅広い府民の皆様を対象に、ハローワークと連携し、相談

から就職、職場定着までのサービスをワンストップで提供する総合的な就

業支援を実施

２ 特 徴

(1) ハローワーク等との連携による総合的な就業支援

(2) 公労使を核とする「地域で支える共同」運営方式

(3) ジョブパークを支える「企業応援団」の運営、推進

(4) きめ細やかなカウンセリング等の実施

(5) 中小企業施策とも連動した雇用対策を推進事 業 内 容

３ 対象者等目 的

対 象

対象者方法等 (1)

若年者、女性、中高年齢者、障害者等

専門コーナー(2)

農林水産業、母子家庭の自立等

４ 設置場所

京都テルサ西館３階

担当課・係名 総合就業支援室 京都ジョプパーク担当 課･係 電話番号 075-682-8913

商工労働観光－１



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

障害者総合就労支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続８２，７４０千円

１ 趣 旨

障害のある人の雇用の確保・拡大を図るため、京都ジョブパークに「はあと

ふるジョブカフェ」を設置し、就労支援、職場定着支援、普及啓発等の施策を

総合的に推進

２ 事業内容

（１）はあとふるジョブカフェの相談体制の充実・強化

精神障害者に対応するためのＰＳＷ（精神保健福祉士）の設置

（２）はあとふるジョブカフェと高等技術専門校が連携した企業開拓の強化

高等技術専門校に障害者就職推進員を配置し 「はあとふるジョブカフ、

ェ」との情報共有・連携を図りながら、訓練から就職・職場定着までのき

事 業 内 容 め細やかな支援を実施

（３）ジョブサポーターの養成・派遣目 的

対 象 障害者の付添支援を行うジョブサポーターの養成・派遣

方法等

（４）障害者就業・生活支援センターの設置

障害者就業・生活支援センターに「障害者職業生活自立支援員」を配置

することにより、障害者の職場定着支援を実施

（社福）みずなぎ学園（中丹）

（社福）松花苑（南丹）

（社福）障害児福祉協会（京都市）

（社福）南山城学園（山城北）

（社福）ライフサポート協会（山城南）

（５）企業実習の促進及び優良企業知事表彰の実施

実習受入企業の拡大を図るための奨励金の支出及び障害者雇用の優良事

業所に対する知事表彰等の実施

担当課・係名 総合就業支援室 障害者就労支援担当 課･係 電話番号 075-682-8918

ものづくり振興課 人材育成担当 （内線）5101

商工労働観光－２



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

就業支援緊急対策事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規２９，０００千円

１ 趣 旨

世界的な金融不安の影響を受け、急激に悪化している経済情勢・雇用情勢に

迅速・的確に対応するため、雇用創出、就業支援強化の対策を図る。

２ 事業内容

(1) 企業開拓員の配置

企業開拓員を増員することにより、求人開拓数を確保し、雇用情勢の改善

を図る

○企業応援団登録企業を対象とした求人開拓の強化

○特に誘致企業のニーズに応じた求人開拓

(2) 出張ジョブパークの実施事 業 内 容

非正規雇用大量離職、採用内定取り消しに即座に対応するため、大量解雇

目 的 情報を入手し次第、該当地域にて臨時に出張ジョブパークを開設し、迅速に

対 象 対応する

方法等

担当課・係名 総合就業支援室 企画担当 課･係 電話番号 075-682-8912

商工労働観光－３



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

緊急雇用対策事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規３，５００，０００千円

１ 趣 旨

地域の未来を支える人づくり及び雇用の創出のため、京都府緊急雇用対

策基金を活用し、地域のニーズに応じた雇用継続が見込まれる事業や、失

業者のスキルアップにつながる臨時的な雇用事業を実施

２ 事業内容

(1) 実施方法

雇用基金を活用し、①企業等への委託、②企業やＮＰＯからの提案による

事業、③市町村が地域の実情に応じて実施する取組みに対する補助などを実

施

(2) 京都府における事業内容事 業 内 容

以下の視点をもとに事業展開する

① 知恵と技術の人づくり目 的

対 象 伝統産業や農林業の担い手の育成や、消費拡大を図る事業

方法等

② 京都を支える人づくり

教育の充実や、若年者や障害者の働く場の確保等を図る事業

③ 文化と環境の京都づくり

京都の文化の魅力発信や環境保全の推進等を図る事業

④ 活力と安心の地域社会づくり

観光資源の魅力向上や地域コミュニティーの醸成等を図る事業

⑤ 産学公連携

京都の大学、産業界、就業支援機関等の連携による即戦力人材の育

成、供給

⑥ 市町村支援等

事業を実施する市町村への補助等

担当課・係名 雇用基金対策チーム 課･係 電話番号 075-414-4871

商工労働観光－４



予 算 額

　１　知恵と技術の人づくり 104,500

社寺や古民家などを修復する担い手を育成し、伝統的建造物を保存を図る (10,000)

「京もの」の需要拡大と利用促進を図るため、新たなビジネスモデルである「京もの愛用
券」事業を推進

(5,500)

カジュアルきものをテーマとしたきもの制作や伝統工芸品の修理など、新たなビジネスモ
デルを構築し、需要の拡大を推進

(17,500)

若手職人の実演等を通じて情報発信を行うとともに、技術力向上を図り、伝統産業を振興 (20,000)

農業法人等での京野菜や茶等の生産技術の実地研修により、即戦力となる人材を育成
し、農村地域の担い手として定着を促進

(12,000)

府内産農産物の農薬残留調査等を実施し、安全性を担保することで地元農産物の生産
消費を拡大

(5,300)

林業の振興と自然環境の保全を図るため、森林整備の担い手を育成 (34,200)

　２　京都を支える人づくり 314,300

高い専門性を有する若年者（ポストドクター等）を活用し、中小企業の技術力等を向上 (96,000)

障害者施設にものづくり指導員を配置し、就労者のスキル向上と販路拡大を推進 (50,000)

ピアカウンセラーによるきめ細かな指導等により、障害者の職域の拡大を図るとともに、
企業開拓員や就業支援員の配置により就業支援を強化

(63,300)

花空間けいはんなにおける花壇等の植裁・管理を障害者等の働く場として提供 (6,000)

特色ある教育活動を支援するため、安全確保対策、雇用環境悪化に伴う長時間預かり保
育等の充実のための補助教員を配置

(44,000)

補充講師や社会人講師の配置による、職場開拓の充実や作業品目の開発の促進 (15,000)

地域の雇用課題に対応するため、キャリアカウンセラーや企業開拓員を広域振興局等を
通じて地域に巡回派遣

(40,000)

　３　文化と環境の京都づくり 162,100
映画会社と提携し、京都の映画スタジオの活用や、京都を舞台にした映画制作の誘致活
動の実施

(10,000)

府が所蔵する歴史資料（行政文書）のデータベース化や戦前の貴重な京都映画フィルム
の復元等の実施

(10,000)

森林の治山・治水機能等を高めるための公有林の保全や野生鳥獣の生息動態のための
調査

(76,700)

府北部地域の自然・文化資源を活用したエコツアーガイドの養成により、体験型観光産業
を充実

(3,500)

産業廃棄物の減量・リサイクルの取り組みを支援するアドバイザーの育成等を通じて、環
境に優しい社会づくりを推進

(24,500)

道路・河川等における環境美化の推進 (37,400)

　４　活力と安心の地域社会づくり 654,100
宅配サービスや子育てステーション等の商店街と地域を結ぶ事業を通じ、地域コミュニ
ティの醸成と商店街の活性化を推進

(10,000)

地域観光資源の魅力発信のため、北近畿タンゴ鉄道や定期観光バス会社にコーディ
ネーターを配置

(76,900)

今後の高齢者組織の活性化方策等を立案するため、社会貢献活動の取り組み状況調査
等を実施

(7,600)

就業支援のためのパソコン教室の設置と、職業訓練等のための保育ルームの設置 (22,200)

ひきこもりの長期化等を未然に防止するための「チーム絆」の拡大設置と、青少年健全育
成のための規制対象店舗等実態調査の実施

(37,400)

学校施設の安全確保、環境整備等を図るための補助職員の配置 (15,500)

社会福祉施設における利用者へのサービス内容について実態調査を行い、施設内の利
用環境向上を促進

(12,000)

急傾斜地崩壊防止施設や河川親水施設の実態把握を行い、府民の安心・安全を確保 (35,000)

地域課題に対応した取り組みを現地・現場で実施 (100,000)

府内の企業.・ＮＰＯが実施する社会貢献活動等を公募のうえ支援 (337,500)

　５　産学公連携事業 京都の大学、産業界、就業支援機関等の連携による即戦力人材の育成、供給 300,000

　６　市町村支援等 1,965,000

市町村が実施する基金事業に対する補助 (1,890,000)

委託事業の実施のために新規に雇い入れた労働者を正規社員として雇用した事業主に
対する一時金等

(75,000)

3,500,000

「京都府緊急雇用対策事業 －地域の未来を支える人づくり－」一覧（再掲）

課題対応型中小企業力向上人材確保
支援事業

特別支援学校高等部進路等支援事業

地域ジョブパーク事業

京都エコ推進事業

エコツーリズム推進支援事業

森林環境向上事業

京都フィルムコミッション推進事業

府所蔵歴史資料等活用推進事業

私立幼稚園補助教員等設置事業

観光資源魅力向上事業

京もの愛用推進事業

「ほっとはあと」ものづくり支援事業

若手職人みらいづくり事業

農の担い手育成・定着促進事業

絆・賑わい商店街推進事業

社会福祉施設サービス向上推進事業

防災施設等安全対策事業

伝統的建造物修復事業

伝統産業の新たなビジネスモデル創
造事業

青少年健全育成充実事業

私立小中高校学校施設安全管理等支
援事業

京の安全農作物生産確保事業

森林づくり担い手育成事業

障害者就業支援充実強化事業

花と緑の雇用創出事業

商工労働観光－４－１

合　　　　　　　　　　　　計

概　　　　　　　　　　　　要

一時給付金等

市町村補助金

企業・ＮＰＯ公募枠

広域振興局枠

女性就業支援事業

道路・河川等環境美化事業

地域住民活動活性化事業



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

中 小 企 業 サ ポ ー ト チ ー ム 運 営 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１０，０００千円

１ 趣 旨

厳しい経営環境下にある中小企業の経営安定等を図るため、オール京都体制

の中小企業サポートチームにより企業の課題に応じたきめ細やかな支援を積極

的に実施する。

２ 事業内容

(1) 中小企業サポートチームの運営等 ５，５００千円

① 中小企業サポートチーム

オール京都体制の中小企業サポートチームを運営し、中小企業の経営

課題に応じたきめ細やかな支援を実施

編成：本庁職員、中小企業技術センター、織物・機械金属振興

センター、広域振興局、産業２１、京都ジョブパーク、

事 業 内 容 商工会・商工会議所、中央会、専門家（技術・経営等）等

目 的 により臨機に編成

対 象

② 中小企業サポート窓口の設置方法等

京都府産業支援センター等にサポート窓口を設置することにより、中小

企業の困り事の解決に向け迅速に対応

構成：京都府産業支援センター、織物・機械金属振興センター、広域振

興局、京都ジョブパーク、各地域ビジネスサポートセンター、中央会

(2) 解決困難な事例に対する集中的な支援の実施 ４，５００千円

各広域振興局単位で、地域緊急経済・雇用対策本部等との連携の下、情

報共有等による課題解決力の強化を図るとともに、個々の中小企業の課題

に応じた専門チームの派遣や雇用維持に関する指導・助言等を行う。

担当課・係名 産業労働総務課 企画・地域資源担当 課･係 電話番号 075-414-4819

商工労働観光－５



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

「京都 知恵と力の博覧会」開催準備費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別３，０００千円

１ 趣 旨

京都産業の持つ優れた技術・製品や京都を代表する文化・芸術、洗練された

食・もてなし等を多くの人々に楽しんでいただきながら、京都の底ぢからを改

めて発信する博覧会を、京都企業等の協力も得て開催するため、実行委員会を

設立し、その準備を行う。

２ 事業内容

(1) 名 称

事 業 内 容 「京都 知恵と力の博覧会 ～発信！京都の底ぢから～ （仮称）」

(2) 実施時期目 的

平成２１年１０月～１２月のうち２～３週間程度対 象

方法等

(3) 事業内容

公開スポット 目標：５００カ所

※京都市域を中心に、各会場、事業所、施設等をパビリオンと位置づけ

・ 第２６回伝統的工芸品月間国民会議全国大会」及び「古典の日」の取組と「

も一体的に実施

(4) 実施体制

・府、市、京都商工会議所等と共同して、実行委員会を構成

３ 事 業 費

準備経費（実行委員会の設立等）

３，０００千円（京都府・京都市 計６，０００千円）

担当課・係名 産業労働総務課 企画・地域資源担当 課･係 電話番号 075-414-4819

商工労働観光－６



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

商工労働観光部

「きょうと農商工連携応援ファンド」推進事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別２，２００，０００千円

１ 趣 旨

「きょうと農商工連携応援ファンド」を創設し、農林漁業者と商工業者の連

携による新たな取組を支援することで農業ビジネスの育成を図る。

２ 事業主体

（財）京都産業２１

３ 事業内容

（１）ファンド総額：２，５００，０００千円

内 訳◆

京 都 府 ２００，０００千円事業内容 ：

中 小 機 構 ２，０００，０００千円：

金融機関等 ３００，０００千円目 的 ：

対 象 （２）運 用 益

方法等 １８，７５０千円 [運用利率 を想定]1.5%
※ 平成 年度は約６ヶ月の運用であるため半額で積算21

（３）助成対象

① 農林漁業者と商工業者の連携体による新たな取組に対して支援

①に大学等の研究機関を加えた連携体による新たな取組に対して支援②

（４）助 成 率

助 成 率 ２／３以内【限度額３，０００千円／件以内】

０７５－４１４－４９０８担い手支援課 新規就業・金融担当

担当課・係名 課・係 電話番号担い手育成担当

０７５－４１４－４８１９産業労働総務課 企画・地域資源担当

商工労働観光－７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

中小企業金融支援費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規・継続７４，０００，０００千円

◆ 中小企業の経営支援対策の拡充
世界的な金融危機の深刻化に伴う景気の急速な悪化により、府内中小企業の経営環境

は非常に厳しい状況にあることから、京都市と協調して中小企業融資制度の一層の拡充
を図り、中小企業の経営安定、再生を支援する。

◎制度融資金利の引下げ
金融情勢の動向を踏まえ、制度融資の金利を0.2～0.1％引下げ（平成21年4月予定）

【府･市協調制度】
◎「経済変動・雇用対策融資 （短期資金）の創設」

急激な経済環境の変化に伴う一時的・緊急的な資金需要や従業員の雇用を維持するた
めのつなぎ資金需要に対応する短期資金の制度を創設し、中小企業の資金繰りを支援

融資限度額 ３,０００万円（無担保）
融 資 利 率 年１．９％ ＜固定＞
融 資 期 間 運転資金 １年以内
実 施 期 間 平成２２年３月末まで

（ 創業支援融資」を改編）◎「創業・経営承継支援融資」の創設 「
経済産業大臣の認定を受けた中小企業を対象に、経営承継時の事業用資産買取等に必

要な資金を融資する制度を創設し、中小企業における経営承継の円滑化を図る。
融資限度額 ２億８,０００万円（うち無担保８,０００万円）
融 資 利 率 年１．９％ ＜固定＞
融 資 期 間 １０年以内事 業 内 容

◎「中小企業緊急資金対策融資」(平成21年１月創設)の継続実施目 的
国の緊急保証制度の利用者を対象とした長期かつ低利融資を継続実施対 象

（ ）方法等 平成22年3月末まで
◎「経営安定特別支援制度」の実施

「 」 、融資期間の長期特例制度である 原油価格高騰対策等特別支援制度 を名称変更の上
継続実施（平成22年3月末まで）

◎「環境経営促進金利優遇制度（京都ＥＣＯレート 」の拡充）
京都府中小企業応援条例に基づく計画認定又は「知恵の経営」の認証を受けて、環境

関連の技術開発や新事業展開等（環境ビジネス）に取り組む中小企業に対して金利優遇
（△0.2％）を実施

【府単独制度】
「農商工連携促進融資」の創設

◎

農商工等連携事業計画等の認定を受けた中小企業等が、計画に基づく事業を実施する
ために必要な資金を融資する制度を創設し、農商工連携事業等の取組を支援

融資限度額 所要資金の９０％以内で８,０００万円（組合は１億６千万円）
融 資 利 率 年１．９％ ＜固定＞
融 資 期 間 運転資金５年以内 設備資金７年以内

◆ 企業誘致の推進
「雇用のための企業立地促進融資制度」の継続実施

◎

「伝統と文化のものづくり産業集積等促進融資制度」の継続実施

◎

担当課・係名 経営支援課 金融担当 課･係 電話番号 075-414-4822

商工労働観光－８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

地域ビジネスサポート推進事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別７７，４９９千円

１ 趣 旨

中小企業者等に対する創業・経営革新支援をはじめ、地域経済圏

の拡大やニーズの高度・専門・多様・広域化などへの対応、地域の

活性化を積極的に支援する機能を兼ね揃えた地域経済の広域拠点と

なる「地域ビジネスサポートセンター」の運営を支援する。

２ 地域ビジネスサポートセンターの概要

創業・経営革新支 創業・経営革新に特化した支援窓口の設置
▲

援機能 創業・経営革新に関する講習会等の開催

▲

機

商工会・商工会議 府内９ブロックでの広域連携事業の先駆的展開

▲

所の広域連携機能 経営支援員等の拠点への結集と機能の重点化

▲

組織力強化による専門分野制の導入事 業 内 容

▲

複数体制での広域的・重点的巡回指導の実施

▲

地域活性化・地域 地域コミュニティビジネスの支援目 的 能

▲

課題解決等への支 地域ブランドの確立支援対 象

▲

援機能 地域課題解決への支援方法等

▲

名 称 設 置 場 所

丹 後 地 域ビジネスサポートセンター 京丹後市商工会

舞鶴・綾部地域ビジネスサポートセンター 舞鶴商工会議所

福 知 山 地 域ビジネスサポートセンター 福知山商工会議所

南 丹 地 域ビジネスサポートセンター 亀岡商工会議所

京 都 地 域ビジネスサポートセンター 京都商工会議所

乙 訓 地 域ビジネスサポートセンター 乙訓地域広域連携拠点(長岡京市)

宇 城 久 地 域ビジネスサポートセンター 城陽商工会議所

山 城 地 域ビジネスサポートセンター 山城区域広域連携拠点(京田辺市)

相 楽 地 域ビジネスサポートセンター 相楽区域広域連携拠点(木津川市)

担当課・係名 経営支援課 組合担当 課･係 電話番号 075-414-4826

商工労働観光－９



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

中小企業経営承継支援事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別５，０００千円

１ 趣 旨

経営者の高齢化が進み、企業数が減少している中小企業等の経営承継

の円滑化支援や、商店街の空き店舗対策を推進し、地域経済の活力維持

を図る

２ 事業内容

（１）中小企業経営承継支援事業（4,000千円）

事業内容 京都商工会議所に経営承継アドバイザーを設置し、中小企業の魅力

づくり、後継者育成等を支援

目 的

（２）商店街空き店舗対策・経営承継支援事業対 象

○「商店街」知恵の経営支援事業（1,000千円）方法等

モデル商店街を選出し、今後の経営承継の方向など活性化に向けた

戦略づくりを支援

○きょうと元気な地域づくり応援ファンド（商店街活性化重点支援枠）

きょうと元気な地域づくり応援ファンドに商店街活性化重点支援枠

を設定し、商店街の空き店舗等を活用した創業・経営革新事業を重点

的に支援

（３）創業・経営承継支援融資（再掲）<府・京都市協調>

経営承継に伴い、経済産業大臣の認定を受けて、事業用資産等の取

得等を行おうとする中小企業に対する低利・長期融資制度を創設

担当課・係名 経 営 支 援 課 金 融 担 当 課･係 電話番号 075-414-4822

貿易・商業課 商 業 物 流 担 当 075-414-4839

産業労働総務課 企画・地域資源担当 075-414-4819

商工労働観光－１０



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

健康創出産業振興事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１２，０７０千円

１ 趣 旨

大学・関連企業の集積等、京都の優位性を生かし、次代の京都産業

を牽引する健康創出（ウエルネス）産業を育成する。

２ 事業内容

（１）研究開発支援（コンソーシアム）事業（１０，０７０千円）

京大・府立医大等の関係大学、府、京都市、京都産学連携推進機

構で構成する「京都ウエルネス産業コンソーシアム」により、既存

中小企業の健康創出産業分野への進出やウエルネスベンチャーの育

成を支援

① 事業事 業 内 容 ウエルネスベンチャー事業化支援

府内で新たに場所を確保して研究開発を行う大学発又は大学と

連携した新事業の展開を目指すウエルネスベンチャーがコンソー目 的

シアムと共同で行う研究開発を支援対 象

方法等

② アドバイス事業ウエルネスベンチャー事業化推進

ウエルネスベンチャーの研究開発を効果的に支援し、円滑な事

業化を実現するため、高度な技術・ノウハウを有する人材をコン

ソーシアムが委嘱し、アドバイスを実施

（２）ウエルネス産業 事業 （２，０００千円）人材育成

ウエルネス分野への新たな参入や第二創業を目指す中小企業の経

営者等を対象としたセミナー等を京都工業会と実施し、事業化に必

要な幅広い情報を提供

担当課・係名 ものづくり振興課 地域産業振興担当 課･係 電話番号 075-414-4852

商工労働観光－１１



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

環境産業等産学公研究開発支援事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別７４,０００千円

１ 趣 旨

「京都府中小企業応援条例」に基づき、社会的ニーズに対応する技術課題

への重点的な取組みを促進し、技術開発成果を実用化して社会に普及する

ため、地球環境問題への貢献等、府の政策目的の達成につながる研究開発

を支援し、併せて次代の京都経済の発展を担う技術革新に立脚した新産業

創成を図る。

２ 事業内容

(1)環境産業等産学公研究開発事業補助金（73,400千円）事 業 内 容

中小企業が中心となった産学公連携グループ等から次の分野の提案を

公募し、新技術・新製品の研究開発及び実用化を目指した実証実験等を目 的

支援対 象

① 環境関係技術分野等方法等

・対象経費の1/2以内で補助金を交付

・上限：２年間で30,000千円/1ｸﾞﾙｰﾌﾟ

※事業主体：京都産業２１

※H21新規採択２件程度＋H20継続３件

② ユビキタス技術分野等

・対象経費の1/2以内で補助金を交付

・上限：１年間で10,000千円/ｸﾞﾙｰﾌﾟ

※採択件数 ３件程度

(2)中小企業若手技術者等育成支援費(600千円)

中小企業技術センターによる、府内若手技術者の積極的な育成支援を通じ

て、補助制度に対応するような研究事業等を発掘

担当課・係名 ものづくり振興課 産学公・新産業担当 課･係 電話番号 075-414-4849

商工労働観光－１２



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都ＩＴバザール推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続５８，８８１千円

１ 趣 旨

学術・文化や産業の集積、京都ブランド等の特色を生かし、２１世紀型産業の

集積エリアを目指す「京都ＩＴバザール構想」の具体化を目指し、ＩＴ関連等成

長産業の誘致やベンチャー企業の育成も行うとともに、国のユビキタス特区の指

定と連携した取組みを推進する。

２ 事業内容

（１）ケータイ国際フォーラム開催事業（10,000千円）

次世代ケータイシステムの実用先進地域を目指すため、京都ユビキタスミ

ュージアム特区の取組みの成果発表と新たなビジネスマッチングの場とし

て、ケータイ国際フォーラムを開催し、新技術の実用化を支援

事 業 内 容

（２ 「京都ユビキタスミュージアム推進機構」運営費(1,000千円)）

世界最先端のＩＴサービスの研究開発、実証実験を推進するため、産学公目 的

連携の「京都ユビキタスミュージアム推進機構」の取組により、京都ＩＴバ対 象

ザール構想の実現を加速方法等

（３）ユビキタス実証実験推進補助金 （15,000千円 （再掲））

府内研究機関・大学の研究成果や企業の最新技術を生かし、放送、通信、

コンテンツが融合した京都発の新しいビジネスの創出に向け、府独自の新た

な支援制度を創設

４）けいはんなベンチャーセンター運営事業 （23,681千円）（

関西文化学術研究都市の研究成果や優れた研究開発環境を生かした産業活性化

を促進するため、新産業創出及びベンチャー育成の拠点となるインキュベートル

ーム「京都府けいはんなベンチャーセンター」の運営を支援し、入居企業の成長

を促進

（５）西陣ＩＴ路地運営事業 （9,200千円）
ろ う じ

西陣におけるＩＴベンチャーの育成を図るため、産学公連携による人材育成及び、

新産業育成の拠点として、 インキュベートルーム「西陣ＩＴ路地」の運営を支援し、入居

企業の成長を促進

担当課・係名 ものづくり振興課 産学公･新産業担当 課･係 電話番号 075-414-4853

商工労働観光－１３



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

グローバル産学公連携拠点推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規３，０００千円

１ 趣 旨

、 、京都が有する世界トップクラスの質と規模の研究者 研究インフラの集積等

国際的に優れた研究開発ポテンシャルを活かし、人材育成・基礎研究から事業

化までの活動を産学公が有機的に連携して推進し、イノベーションが起こる世

界的な産学公連携拠点の形成を図る。

２ 事業内容

（１）拠点整備計画策定

産学公連携体制 既存施策・事業の活用を含む総合的な活動計画 目「 」「 」「

標」を明らかにした総合的な拠点整備計画を策定事 業 内 容

目 的 （２）産学公連携推進によるイノベーションの創出

① 産学公連携支援組織運営対 象

② 産学公連携シンクタンク機能方法等

③ 産学公連携促進支援

④ 産学公連携に関する調査研究 等

３ 事業実施主体

京都産学公連携機構

構成４４団体：大学、研究機関、経済団体、産業支援機関、行政

（代表：京都府、京都市、京都商工会議所）

担当課・係名 ものづくり振興課 産学公新産業担当 課･係 電話番号 075-414-4853

商工労働観光－１４



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

中 小 企 業 研 究 開 発 等 応 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続４１，０００千円

１ 趣 旨

「京都府中小企業応援条例」に基づき、知事の認定を受けた新技術の研

究開発等に関する事業計画のうち、特に新規性、成長性、波及効果等が認

められ、他の中小企業のモデルとなる模範的なものについて、チャレンジ

する府内中小企業の創造的な取組みを支援する。

２ 事業内容

対 象 者 府内の中小企業者で 「京都府中小企業応援条例」 に、

基づき知事の認定を受けた者

事 業 内 容

対象事業 ・著しい新規性を有する新技術・新製品等の研究開発

に関する事業目 的

・斬新で優位性があり、事業化の見込みが高いと考え対 象

られるビジネスモデルの構築に関する事業方法等

・成長性のある研究開発成果の事業家に向けた需要開

拓に関する事業

補助金額 上限：１０，０００千円／１社

補 助 率 ２分の１以内

担当課・係名 ものづくり振興課 ものづくり担当 課･係 電話番号 075-414-4847

商工労働観光－１５



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

学研都市大学発ベンチャー支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続７，７４０千円

１ 趣 旨

関西文化学術研究都市の持つ優れた研究シーズを活用し、産学公連携に

よる学研都市発の新産業を創出するため、地元市町と連携し、研究開発を

る。行うベンチャーを支援す

２ 事業内容

府内の学研都市内に新たに場所を確保し、コンソーシアムに参画する大

学・公的研究機関と連携し研究開発を行うベンチャーに対し研究開発費の

一部を助成する。

＜制度の概要＞

○助 成 対 象：研究開発に要する経費事 業 内 容

○助成限度額：年間経費の１／２以内でかつ地元市町の補助額以内

○助 成 期 間：事業開始から３６月間目 的

対 象

方法等

３ 事業実施主体

学研都市大学発ベンチャー事業化推進コンソーシアム

（構成：府、地元市町、文化学術研究都市内の大学・公的研究機関等）

担当課・係名 ものづくり振興課 地域産業振興担当 課･係 電話番号 075-414-4852

商工労働観光－１６



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
文 化 環 境 部

商工労働観光部

京都映画・映像産業ルネッサンス事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規・継 続１９，５００千円

１ 趣 旨
京都の映画・映像産業のさらなる発展と地域の活性化を目指し、京都・

太秦への映画・映像産業の集積と国内外への市場拡大を推進するためのマ
ーケットプレイスを形成し、若手クリエイターの育成やビジネスチャンス
の仕掛けづくりを図る。

２ 事業内容
（１）推進体制の構築（1,000千円）

産学公連携により映画・映像産業をはじめとするコンテンツ産業振興
のための推進体制を構築し、映画・映像産業の集積を目指す京都太秦メ
ディアパーク（仮称）構想等を検討する。

事 業 内 容

（２）産学公連携による人づくり
映像系３大学等と映画人材育成のための仕組みづくりを構築する。目 的

対 象
（３）京都太秦シネマフェスティバル開催事業（5,000千円）方法等

京都ものや時代ものに特化し、ゲームやアニメ、マンガなど多様なメ
ディアやインターネット等との連携によりマーケットの拡大につなげる
とともに、観光誘客や商店街振興を図る。

（４）京都フィルムコミッション推進事業（10,000千円 （新規））
東映・松竹等と共同で、京都の映画スタジオの活用や京都を舞台とし

た映画製作の誘致を図る。

（５）コンテンツマーケット構築事業（1,000千円 （新規））
京都ものや時代ものの映像等のコンテンツ制作から市場開拓の仕組み

をＷｅｂ上に構築する。

（６）映画・映像作家育成事業の推進（2,500千円）
映画・映像作家への技術指導や国際映画祭等への参加支援など、映画

関連企業などとの共同により若手育成プログラムを実施する。

３ 事業実施主体
京都府・東映京都撮影所・東映太秦映画村・松竹京都撮影所・京都
文化博物館 他

担当課・係名 ものづくり振興課 産学公新産業担当 課･係 075-414-4853
文化芸術室 芸術担当 電話番号 075-414-4222

商工労働観光－１７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

北部産業技術支援センター・綾部推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２０，０００千円

１ 趣 旨

中丹地域を中心とした北部地域中小企業の活性化を図るため、綾部市と共同で

整備した「北部産業技術支援センター・綾部」において、中小企業の技術の高度

化や産学公連携を通じた新たな分野への展開を支援する。

２ 事業内容

（１）技術相談

技術の改善や新製品開発における中小企業の様々な技術課題に関する相談の

実施や技術情報等を提供

（２）機器活用セミナー・機器貸付

・支援センターに整備した加工機、試験機、分析装置等の各種機器類に関する事 業 内 容

中小企業者向けのセミナーを開催

・機器利用希望者に対しては、セミナー等による機器操作指導後、機器貸付を目 的

実施対 象

方法等

（３）新分野技術支援講座

社会ニーズに対応し、成長が見込まれる「健康」や「環境」などの新分野へ

の取組みを支援するための技術講座を開催

（４）加工技術基礎研究会

ものづくり加工技術について、技術力を高めるため材料の基礎を学び、更に

センターの評価機器を実際に活用する技術研究会を実施

（５）製品開発企画研究会

地域内において健康分野等の新分野の製品開発力を高めるための技術研究会

を実施

担当課・係名 ものづくり振興課 地域産業振興担当 075-414-4852課･係 電話番号

商工労働観光－１８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

北部産業活性化拠点・京丹後推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１３６，５９８千円

１ 趣 旨

北部地域の地場ものづくり産業の一層の成長と次世代の産業振興を進めるた

め、ものづくり人材の育成・確保、地域の新しい産業興し、中小企業の総合支援

の３つの機能を持つ「丹後・知恵のものづくりパーク」の運営を推進する。

２ 事業内容

（１）京都・丹後ものづくり等人材育成推進事業（15,000千円）

北部地域の地場ものづくり産業の一層の成長と次世代の産業振興を進めるた

め、技術連携やネットワーク強化など多様な手法により、丹後・北部地域に人事 業 内 容

材を集めるための各種研修等を実施するとともに、地域の企業ニーズに即した

ものづくり技術者の育成とその高度化を推進目 的

対 象

（２）丹後・知恵のものづくりパーク運営費等補助金（115,598千円）方法等

拠点の運営・管理に要する経費について、運営主体である（財）京都産業

２１に対して補助金を交付

（３）人材育成事業運営費補助金（1,000千円）

人材育成会議の運営や研修広報等に必要な経費について、運営主体である

（財）京都産業２１に対して補助金を交付

（４）ものづくりチャレンジ支援費（5,000千円）

高度な技術を有効に活用し、地域のニーズと資源を踏まえた付加価値の高い

商品等を生み出すため、若手技術者や地元団体等と連携しスキルアップ及び新

たな商品創出へチャレンジすることを支援する。

丹後・知恵のものづくりパーク

所 在 地 京丹後市峰山町荒山

（日本電産㈱旧峰山工場）

敷地面積 約３６，０００㎡

延床面積 約１１，０００㎡

トレーニング・ゾーン（約2,700㎡）

トライアル・ゾーン （約3,800㎡）

サポート・ゾーン （約3,100㎡）

その他 （約1,400㎡）

担当課・係名 ものづくり振興課 地域産業振興担当 075-414-4852課･係 電話番号

商工労働観光－１９



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

中小企業知的資産活用推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２７，０００千円

１ 趣 旨

知的財産権やノウハウ、人材、技術力など目に見えない企業の強みである

知的資産を活かす知的資産経営（＝「知恵の経営 ）を支援し 「知恵をまな」 、

ぶ 「知恵をいかす 「知恵をまもる」事業を総合的に進め、中小企業の活性」 」

化を図る。

２ 事業内容

（１ 「知恵をまなぶ」 １５，０００千円）） （

京都商工会議所を中心とした「知恵の経営」の普及啓発・指導

・知恵ビジネス推進事業

「知恵産業・経営大会」など

事 業 内 容

（２ 「知恵をいかす」 （４，０００千円））

目 的 知財専門機関・大学等と連携した「知恵の経営」導入・実践プログラムの実

対 象 施及び評価の実施

方法等 ①「知恵の経営」導入・実践プログラムの実施

②「知恵の経営」ガイドブックの改善・検討の実施

③「知恵の経営」評価・認証事業

・ 知恵の経営」評価委員会による評価、認証「

（３ 「知恵をまもる」 （８，０００千円））

、 、 、特許等知的財産権の創造 保護 活用推進及び京都府中小企業技術センター

(財)京都産業２１と連携した知財、技術、経営のワンストップサービスの実施

① 京都府知的財産総合サポートセンターによる支援

② 特許等の流通・情報に関するアドバイザーの配置

担当課・係名 ものづくり振興課 ものづくり担当 課･係 電話番号 075-414-4851

経営支援課 組合担当 075-414-4826

商工労働観光－２０



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都エコ産業推進事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別３４，４００千円

１ 趣 旨

中小企業の優れた技術など、京都ならではの強みを生かし、次代の京都をリ

ードする成長産業としてエコ産業の育成を推進し、研究開発から事業化・販路開

拓までをトータルにサポートし、中小企業のエコ化とエコ分野への進出を促進す

る。

２ 事業内容

(1)京都産業エコ推進機構の活動推進(6,000千円)

①新たなエコ産業創出

・中国陝西省等の環境課題を京都企業等の技術を活かしビジネスによる事 業 内 容

解決を図るため、技術交流やマッチングを支援

、目 的 中小ベンチャー企業の持つ独創性のある環境対応型の新技術等を発掘し・

対 象 実用化・販路開拓等を支援

・京都ならではのエコ製品を認定し、ビジネスパートナー交流会等で発方法等

信、市場開拓等を支援

②中小企業のエコ化推進

製造工程における原材料やエネルギーの無駄を低減し資源の有効活用を・

図るための取組を、府内中小企業へ普及

環境産業等産学公研究開発支援事業費（環境関連分野）(28,400千円)(2)

【再掲】

中小企業が中心となった産学公連携グループ等から、産業廃棄物減量化に

寄与する提案を公募し、新技術・新製品の研究開発及び実用化を支援

・対象経費の 以内で補助金を交付1/2
・上限： 年間で 千円 １ｸﾞﾙｰﾌﾟ2 30,000 /

※ 新規採択 件＋Ｈ 継続 件H21 1 20 1
21※事業主体：京都産業

担当課・係名 ものづくり振興課 地域産業振興担当 課･係 電話番号 075-414-4842

商工労働観光－２１



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

中小企業活力向上支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１１０，０００千円

１ 趣 旨

経済不況により経営が圧迫されているものづくり中小企業の活力向上の

ため、支援体制を強化し、技術力向上や販路開拓の取組を強力に支援する。

２ 事業内容

（１）相談・支援体制の強化 １５，０００千円（一部再掲）事 業 内 容

中小企業の経営安定や技術力向上のために、京都府や京都産業２１の職

目 的 員や専門家等でチームを構成し、中小企業の経営や技術に関する相談に対

対 象 応する。

方法等 ①経営安定支援（中小企業サポートチーム）

体 制：府、産業支援機関及び商工会・商工会議所等によるオール

京都体制

②技術力向上支援（技術力向上支援チーム）

体 制：中小企業技術センター、織物・機械金属振興センター、京都

産業２１

（２）販路開拓支援 １０，０００千円

中小企業が自社の製品・技術・強みをＰＲする機会として展示会に出展

する場合に、出展経費を補助すること等により、新たな販路開拓の取組を

支援する。

①補助対象企業 ２０グループ・１００社程度

②補助対象経費 出展に係る経費（人件費除く）

③補助率及び補助限度額 １／２、小間料を超えない範囲

（３）技術支援のための機器整備 ８５，０００千円

高精度な分析装置や高度な形状測定装置を整備し、品質向上等に向けた

中小企業の技術力向上を支援する。

○オージェ電子分光分析装置 ６５，０００千円

・金属、半導体部品等の品質や精度の向上を図るため、微細な領域の元素を

分析

・ＩＣ基盤等の電子部品の不具合の原因となる変色の原因分析等に使用

○非接触三次元測定装置 ２０，０００千円

・数センチ～数ミリサイズの微細な部品をレーザーにより検体に傷をつけず

に三次元で計測し、表面形状を解析

・携帯バックライト用プラスチック導光板の凹凸形状測定やＬＥＤ用ウェハ

ーの研磨状況測定などに使用

担当課・係名 ものづくり振興課 ものづくり担当 課･係 電話番号 075-414-4851

産業労働総務課 企画・地域資源担当 075-414-4819

商工労働観光－２２



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都知的クラスター連携推進事業費

予 算 額 新規・継続の別 新 規２２，０００千円

１ 趣 旨

文部科学省「知的クラスター創成事業（第Ⅱ期 」に京都市及び関西文化）

学術研究都市が選定されたことを契機として、オール京都の産学公連携体制

により、ナノテクノロジーを基盤技術として環境技術開発・事業化等を強力

に推進し、環境ナノテク部材の開発拠点化を図る。

２ 事業内容

京都環境ナノクラスター（１）クラスター名

（２）提 案 者 京都府、京都市事 業 内 容

（３）地 域 名 京都およびけいはんな学研地域

（４）特 定 領 域 ナノテクノロジー、環境目 的

（５）研究開発テーマ対 象

①エネルギー領域方法等

・半導体、フォトニック結晶などを素材とする「省電力部材」開発

等・微粒子触媒による「新燃料生産技術」開発

②資源領域

・超微細金属加工による「高機能・新機能産業部材」開発

・触媒高性能化などによる「生活環境浄化技術」開発

・高分子素材の複合化による「環境調和型機能性高分子材料」開発 等

③関係府省連携枠

・ 環境センサ」開発「

④広域化事業

・京都環境ナノクラスターの形成

エジプト、中国、ベトナム等への成果展開等

担当課・係名 ものづくり振興課 産学公･新産業担当 課･係直通電話番号 075 414 4853- -

商工労働観光－２３



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

課題対応型中小企業力向上人材確保事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別９６,０００千円

１ 趣 旨

新京都ブランド産業分野における中小企業の競争力を高めるため、経営力

・技術力・生産力の向上に繋がる人材確保を支援することで、中小企業の課

題解決を図るとともに、雇用創出機会の拡大を図る。

２ 事業内容

(1)高度人材雇用創出事業（49,800千円）

新京都ブランド産業分野における中小企業の経営力・技術力向上のた

め、大学等のポスドク、高い専門性を有した企業OB等による新商品開発事 業 内 容

やエコ化等を推進する。

目 的

①支援対象企業対 象

オンリーワン商品、新技術開発等を目指す中小企業方法等

②雇用対象者

ポストドクター等専門性を有する若年人材等

③雇用人数 １０名程度

④実施主体 京都産業２１

(2)即戦力人材雇用創出事業(46,200千円)

新京都ブランド産業分野における中小企業の生産力向上のため、中高年

の求職者を中心にOJTによる人材育成を行うことで即戦力人材の確保を支

援する。

①支援対象企業

・生産力向上に注力する中小企業

・営業、財務等を強化したい府内インキュベート施設入居企業等

②雇用対象者

技術、営業、財務等の経験のある中高年人材

③雇用人数 ４０名程度

④実施主体 京都産業２１

担当課・係名 ものづくり振興課 産学公・新産業担当 課･係 電話番号 075-414-4849

商工労働観光－２４



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都ものづくりフェア開催費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別５，０００ 千円

１ 趣 旨
伝統産業から先端産業まで、京都のものづくり産業や優れた技術・技能を紹介

することにより、「ものづくり」の大切さについて、府民の関心を高める。
また、京都のものづくり関係者等がフェアを通じてネットワークを構築することによ

り、京都の中小企業等の活性化を支援する。

２ 事業内容

事業内容 （１）主 催 京都ものづくりフェア実行委員会

（京都府、京都市、京都府職業能力開発協会、京都府技能士会等）

（２）内 容

① 京都府ものづくり団体、企業等の出展 （約１００団体、企業）

左官、瓦葺き、そば打ち、菓子、畳表替えなど目 的 実 演 ：

陶芸、組子細工、手作り豆腐、板金加工など体 験 ：

熟練技能者、訓練生の作品展示
対 象

展 示 ：

菓子、寿司、花、着物、洋服、陶磁器など方 法 等 即 売 ：

式包丁、ファッションショーなどステージ ：

そ の 他 ： ものづくり企業による実演・体験コーナー
高校生・大学生による「ものづくり」発表 など

② 式 典

職業訓練、技能検定関係表彰

職業訓練生による優秀作文の朗読､ 賞状交付

（３）開催時期 平成２１年１１月（職業能力開発促進月間）

（４）開催場所 京都府総合見本市会館（パルスプラザ）

ものづくり振興課 技能振興担当 課・係電話番号 075-414-5103担当課・係名

商工労働観光－２５



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

離職者等再就職訓練事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続５３０，３９８千円

１ 趣 旨

厳しい雇用情勢の中、再就職に効果的な短期職業訓練を実施すること

により、離転職者等の再就職の促進を図る。

２ 事業内容

対 象 者事 業 内 容 （１）

公共職業安定所に求職申込みを行っている者

目 的 （公共職業安定所長の受講指示又は受講推薦が必要）

対 象

（２）実施方法方法等

① 離職者向け短期職業訓練事業

企業のニーズや受講者のニーズに応じ、訓練メニューを充実するととも

に、受講定員を大幅に拡充

○ 主な訓練内容

・ ＩＴ系（組込ＩＴ、ＩＴ基礎等）

・ 介護分野系（介護福祉士、訪問介護員１級及び２級）

・ 若年者対象＜座学＋実習の組合せ＞（介護、ＩＴ、機械金属等）

・ 若年者短期＜１か月訓練＞（事務職、ＩＴ）

・ 大学委託（福祉系、実用ビジネス英語等）

・ 若年者、母子家庭の母対象の就職支援セミナー

○ 訓練計画人数 ２，２８１人（⑳ １，４２８人）

（専修学校や大学など民間教育訓練機関等へ訓練を委託して実施）

② 専門就職指導員設置事業

短期職業訓練を実施する京都高等技術専門校等に専門就職指導員を設置

し、当該訓練受講者に対して就職指導を行う。

担当課・係名 ものづくり振興課 人材育成担当 課･係 電話番号 075-414-5101

商工労働観光－２６



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

障害者自立就労支援事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別３０，６３６ 千円

１ 趣 旨

障害者の職業訓練機会や職域の拡大を図り、就職を促進するため、障害者校以外

の高等技術専門校において、知的障害者等を対象に、職業訓練から就職、職場定着

までのきめ細かい一体的な支援により、障害者の自立・就労支援を行う。

事業内容

２ 事業内容

（１）発達障害者対象訓練 （⑳～国委託モデル事業）

コミュニケーションスキルを中心に、一般就労に必要な知識・技能の習得を目指す。

目 的

対 象

方 法 等

（２）身体・知的障害者対象訓練

ものづくり振興課 人材育成担当 ０７５－４１４－５１０1担当課・係名 課・係電話番号

商工労働観光－２７

訓　練　科 対象者 定員 期間

京都高等技術専門校 ジョブトレーニング科 発達障害者 １０名 １年

訓　練　科 対象者 定員 期間

ＯＡビジネス科（６月コース） ５名×２ ６月

ＯＡビジネス科（１年コース） ５名×２ １年

福知山高等技術専門校 販売実務科 知的障害者 １０名 １年

京都高等技術専門校 身体障害者

※ 上記のほか、京都校のシステム設計科（５名），建築設計・インテリア科（２名程度），福知山校
のＯＡ事務科（５名程度）に身体障害者枠を設定



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

職 業 訓 練 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続６２，２２４千円

１ 趣 旨

公共職業能力開発施設の訓練を受ける障害者、母子家庭の母、中国帰

国者等に対して、訓練期間中の生活援護を図るため、訓練手当等を支給

２ 事業内容

（１）職業訓練生援護事業

・対 象：公共職業能力開発施設の施設内訓練を受ける母子家庭の母、中

国帰国者等

・内 容：訓練手当

事 業 内 容 （２）障害者職業訓練生援護事業

・対 象：公共職業能力開発施設の施設内訓練を受ける障害者

目 的 ・内 容：訓練手当、入校支度金

対 象

方法等 （３）離転職者等委託訓練事業

・対 象：公共職業能力開発施設の施設外訓練を受ける離転職者

・内 容：訓練手当

（４）手当の種類

① 訓練手当

， ， （ ）○基本手当 …日額３ ５３０円～４ ３１０円 住所地に応じて区分

○技能習得手当

・受講手当 …日額５００円

・通所手当 …月額４２，５００円（限度額）

② 入校支度金 …３５，０００円（障害者で新規学卒者のみ）

担当課・係名 ものづくり振興課 人材育成担当 課･係 電話番号 075-414-5101

商工労働観光－２８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

高等技術専門校整備費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１７５，０００千円

１ 趣 旨

府立高等技術専門校を再編し、地域産業のニーズに応じた人材育成と障害者

やフリーターなど就職が困難な人たちの就労支援機能の強化・充実を図るた

め、施設、訓練機器の整備等を行う。

２ 事業内容

事 業 内 容 高等技術専門校 強化、充実内容 主な整備内容

目 的 京都高等技術専門校 ・障害者を対象とした ・障害者を対象とした新設科

対 象 訓練の充実 に係る施設整備

方法等

・ものづくり系訓練の ・汎用旋盤等のものづくり系

強化 訓練に要する機器の購入

福知山校高等技術 ・障害者やフリーター ・就職困難な人たちを対象と

専門校 等の就職困難な人た した新設科に係る施設整備

ちを対象とした訓練

の充実 ・旋盤、フライス盤等のもの

づくり系及び障害者訓練に

要する機器の購入

陶工高等技術専門校 ・在職者訓練の強化 ・在職者訓練に係る施設整備

（訓練スペースの拡充）

（平成２２年４月再編）

担当課・係名 ものづくり振興課 人材育成担当 課･係 電話番号 075-414-5101

商工労働観光－２９



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

匠の公共事業費事 業 名

新規・継続予 算 額 新規・継続の別１４０，２００千円

１ 趣 旨
京都の和装・伝統産業は、日本の文化を支え、世界に誇りうる府民共有

の財産であることから 「伝統と文化のものづくり産業振興条例」に基づ、
き、和装・伝統産業の基盤づくり（人材育成・技術継承、新たなものづく
りの推進、需要基盤形成のための普及啓発）を積極的に推進する。

２ 事業内容
○「京の職人さん」仕事づくり推進事業（39,000千円）

歴史的な技術遺産の復元・伝統産業の職人さんの技を生かした実演や
など職人さんの仕事づくりを推進修復

○道具類等確保京都モデル構築事業（2,000千円）
調達困難な道具類の安定した供給確保のための仕組みづくりを実施

○道具類等ものづくり基盤対策事業（2,000千円）
道具職人・関連工程職人の仕事づくりを実施

○「きものの似合うまち・京都」づくり推進事業（11,000千円）事 業 内 容
和装需要拡大を図るため、和装業界、観光業界等と連携して、きもの

のすばらしさを集中的にＰＲ目 的
対 象

○和装・伝統産業需要基盤形成事業（16,200千円）方法等
高校生のきものの着用機会づくりによる和装需要拡大に要する経費

○「京の匠の技」継承支援事業（2,000千円）
高度な技術を次世代に継承するため 「京の名工」と若手の職人さん、

の協働のものづくりを支援

○伝統産業次世代人材養成事業（13,000千円）
若手職人を対象とする総合的な技術コンクールの開催や伝統技術の継

承などにより、伝統産業の次代を支える人材を養成

○「京の伝統・食と文化」魅力発信事業（10,000千円）
伝統食品や地場産品を一堂に集めた展示即売会や伝統技術を紹介する

展示会の開催等を通じ 「京の伝統・食と文化」等の普及啓発を実施、

○がんばる京の職人さんグループ販路開拓支援事業（1,000千円）
京都の伝統産業の複雑で高度な技術を組み合わせた新たなものづくり

を推進する伝統産業協働バンクの取組みを支援

〈新規〉○京もの愛用推進事業（6,500千円）
「京もの」の需要拡大と利用促進を図るため、新たなビジネスモデルで
ある「京もの愛用券」事業を推進

〈新規〉○伝統産業の新たなビジネスモデル創造事業（17,500千円）
カジュアルきものをテーマとしたきもの制作や伝統工芸品の修理など

新たなビジネスモデルを構築し、需要拡大を推進

〈新規〉○若手職人みらいづくり事業（20,000千円）
若手職人の実演等を通じて情報発信を行うとともに、技術力向上を図

り、伝統産業を振興

染織・工芸課 染織担当 075-414-4856
担当課・係名 課･係 電話番号観 光 課 振興担当 075-414-4837

商工労働観光－３０



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

京もの愛用推進事業（再掲）事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別６，５００千円

１ 趣 旨

「京もの」の需要の拡大を図り、広く消費者への利用を促進するた

めの新たなビジネスモデルであるカタログギフト方式の「京もの愛

用券」事業を推進する。

２ 事業概要

（１）内 容

・京もの愛用券を京都府物産協会で発行し、加盟各店舗で活用

・府内各企業団体等の記念品ギフト券での使用を推進

事 業 内 容 ・愛用推進事業を推進するため、京都府物産協会の体制整備を支援

（２）府の活用及び推進目 的

対 象 産業振興関係表彰等で活用

方法等 （社）京都府物産協会の協力を得て推進

担当課・係名 染織・工芸課 工芸担当 課・係 電話番号 075-414-4858

商工労働観光－３１



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

京もの工芸品産地等支援事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別４１，０００千円

１ 趣 旨

京都を代表する工芸品や和装の各産地が実施する情報の発信、ＰＲ

等産地の活性化につながる取組みに対して支援する。

２ 事業内容

○ 西陣産地振興対策事業

西陣地域を挙げて実施される西陣織製品を広く普及・ＰＲする事

業やブランド確立のための事業等

○ 京友禅産地振興対策事業事 業 内 容

京友禅のブランド認知度を高め、広く普及させる事業や品質向上

目 的 を図るための事業等

対 象

○ 丹後織物産地振興対策事業方法等

丹後ちりめんのＰＲや新たな用途拡大、品質向上を図るための事

業等

○ 室町等繊維流通・ファッション振興対策事業

新たな販路開拓や新素材の研究開発、きものレンタルなどの普及

事業やブランド力を高めるための事業等

○ 工芸産地振興対策事業

伝統工芸品に関する総合的なＰＲや普及事業等

○ 「きものサミット ＩＮ 京都・西陣」開催事業

日本各地の和装産地が一堂に会して和装振興等について討議を行

い、全国に発信する事業

担当課・係名 染織・工芸課 染織担当 課・係 電話番号 075-414-4856

商工労働観光－３２



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

（再掲）事 業 名 高校生きものチャレンジ事業費

予 算 額 新規・継続の別 継 続７，３００千円

１ 趣 旨

、 、将来の日本文化の担い手である高校生に対し 教育活動を通して

きものに親しんでもらうとともに、日本の伝統文化に対する理解を

深めるなど、将来のきものの需要拡大につなげる。

２ 事業内容

○きもの入門講座の実施

きものに関する知識・実技を学ぶ講座を実施

○高校独自のきもの教育プログラムの推進

諸外国との交流活動や海外修学旅行、クラブ活動等において、事 業 内 容

きものを着用し、きものに慣れ親しみ、より身近なものとなるよ

うな取組みを実施目 的

対 象

【参考】平成２０年度実施状況（府立１３校、私立６校）方法等

実施高校 きものを活用した主な取組

府立京都八幡高校 茶会、校外学習

府立山城高校 京都総合文化祭での茶会、留学生との交流

府立東宇治高校 海外研修、茶会

茶会府立東舞鶴高校

府立宮津高校 茶会

府立海洋高校 茶会

府立網野高校 茶会、地域の祭での茶会・ショー出演

府立久美浜高校 老人会等へのボランティア茶会、初釜

府立北桑田高校 海外研修

府立福知山高校 文化講習、海外研修

府立莵道高校 きもの文化・所作講習

府立西乙訓高校 留学生との交流、学校公開での茶会、卒業式

府立洛北高校 京都総合文化祭での茶会、卒業式での茶会

華頂女子高校 きものの所作講習

洛陽総合高校 きものの所作講習

大谷高校 茶会

同志社女子高校 バザー茶会、卒業式での茶会

文化祭での茶会ノートルダム女学院高校

京都橘高校 留学生との交流、茶会、初釜

担当課・係名 染織・工芸課 染織担当 課・係 電話番号 075-414-4856

商工労働観光－３３



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

丹後織物ルネッサンス事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１０，０００千円

１ 趣 旨

丹後地域の基幹産業であり、和装文化の伝統を守る上でも重要な位

置を占める丹後織物産地の発展を図るため、地域に蓄積した高度な技

術を活用した新商品の開発及び販路開拓の取組を実施する。

２ 事業内容

事 業 内 容

○新分野・新商品開発事業

目 的 新分野商品を開発し、新たなマーケットを開拓するとともに、丹

対 象 後織物事業者とデザイナー等とのコラボレーションによる新商品の

方法等 開発を実施することにより、丹後織物のブランド化と売れる商品づ

くりを推進する。

○販路開拓事業

開発商品の販路開拓戦略に応じ展示会を開催するとともに、大消

、 。費地の首都圏で合同展示会を開催し 新商品の販路開拓を支援する

担当課・係名 染織・工芸課 染織担当 課・係 電話番号 075-414-4856

商工労働観光－３４



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都イタリア中小企業交流支援事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別３，０００千円

１ 趣 旨

イタリア・トスカーナ州との経済交流協定に基づき、京都の伝統的な

ものづくり産業をはじめとした中小企業の交流を進めることにより、京

都のさらなる活性化・発展を図る。

２ 事業内容

(1) 京都府デザイナー・イタリア派遣

公募選定によりトスカーナ州に派遣し、ものづくりやマーケティン

グ等の研修を行い、次代を担う人材を育成

(2) トスカーナ州デザイナー・京都招聘事 業 内 容

トスカーナ州からデザイナーを招き、職人グループと新商品の共同

目 的 開発等を行う。

対 象

方 法 等

(3) 京都・トスカーナ相互出展事業

京都とトスカーナ州の伝統工芸品やコラボ作品等の展示会を京都で

開催するとともに、フィレンツェで開催される「国際的工芸品貿易フ

ェア」に出展し販路開拓を図る。

染織・工芸課 生活産業担当 075-414-4864担当課･係名 課･係 電話番号

商工労働観光－３５



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

「京の老舗」表彰事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別２，０００千円

１ 趣 旨

京都府内において、同一業種で１００年以上にわたり堅実に家業の

理念を守り伝統の技術や商法を継承し、他の企業の模範となってきた

企業を顕彰する。

２ 対象企業

府内において同一業種で１００年以上経営する老舗

３ 選考方法

事 業 内 容 業界団体等からの推薦を受けて京の老舗表彰審査委員会により選定

目 的 （府、学識経験者、業界団体の代表者等で委員会構成）

対 象

方法等

４ 表彰時期

開庁記念式典開催日（平成２１年６月１９日）

５ 実 績

累計 １，６８８社（うち、京都市外 ５０６社）

担当課・係名 染織・工芸課 生活産業担当 課・係 電話番号 075-414-4864

商工労働観光－３６



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

感 動 創 造 も の づ く り 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１８，０００千円

１ 趣 旨

伝統産業の新たな発展を目指して、京都で開催される第２６回伝統的工

、 、 、 、芸品月間国民会議全国大会に合わせ 京都市 南丹市 関係団体と連携し

「京都感動創造ものづくりフェア」等を開催。

伝統工芸の技や職人の手技を生かした、新しい生活文化を創造するもの

づくりの展開を提案する。

２ 事業内容

（１ 「京都感動創造ものづくりフェア」の開催）

会 期 平成２１年１０月２８日（水）～１１月１日（日 〔予定〕）

会 場 南丹市

事 業 内 容 内 容 ・新しい生活文化提案全国コンペ

・シンポジウム、ワークショップ

目 的 ・新しいものづくり拠点「京都新光悦村」の紹介イベント ほか

対 象

方法等

（２）京都伝統工芸品フェア

〔予定〕会 期 平成２１年１０月２９日（木）～１１月１日（日）

会 場 京都市

内 容 京都の伝統的工芸品の展示、制作実演等

（参 考）

第２６回伝統的工芸品月間国民会議全国大会

〔予定〕会 期 平成２１年１０月２８日（水）～１１月１日（日）

会 場 京都市、南丹市

主 催 経済産業省 （財）伝統的工芸品産業振興協会ほか、

内 容 ・記念式典

・伝統的工芸品の展示会

・伝統工芸士展（制作実演等）

※京都は第１回（昭和59年 、第11回（平成６年）の２回開催）

担当課・係名 染 織 ・ 工 芸 課 課･係 電話番号 075-414-4858

企業立地推進課 075-414-4862

商工労働観光－３７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

京都産業立地戦略２１特別対策事業費補助金
事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続７５０，０００千円

１ 趣 旨

企業誘致による安定した雇用、障害者雇用の促進や地域特性を活かした産業集積

をさらに進めることを目的に「雇用創出のための企業立地・育成条例（略称 」を）

、 「 」平成19年度に延長・改正し 税の特例措置や 雇用のための企業立地促進融資制度

による低利融資制度と併せた本補助制度の効果的な活用により、府内のそれぞれの

地域の立地条件や地域特性に応じた戦略的な企業誘致を推進する。

２ 事業内容

中北部・木津川右岸地域 京都市周辺 学研都市地域 京 都 市対象地域

事 業 内 容

製造業、情報関連産業等 ＩＴ、ゲノム関連等先端産業対象業種

目 的 ５億円(10億円、20億円 ２億円 １億円

対 象 限 度 額 (地元雇用者100人以内 (4億円、8億円) (2億円、4億円)

方法等 の場合2.3億円)

必要要件 ・用地面積 ０．３ｈａ以上

・投下固定資産額等 ３億円以上（京都市は必須） 又は、地元雇用者( )工場の場合

数 １０人以上

事業所設置促進 投下固定資産額等×１０％（京都市は５％）

補助率

地元雇用促進 新規地元雇用者数×単価※（京都市は１／２）

※障害者50万円、正規雇用者40万円、その他10万円

担当課・係名 企業立地推進課 企業誘致担当 課・係電話番号 075-414-4848

商工労働観光－３８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

伝統と文化のものづくり産業振興補助金事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２００，０００千円

１ 趣 旨

京都府伝統と文化のものづくり産業振興条例に基づき、低利融資制度であ

る「伝統と文化のものづくり産業集積等促進融資制度」と併せた本補助制度

を効果的に活用することで、伝統と文化のものづくり産業の集積等により振

興を図る。

２ 制度の概要

伝統と文化のものづくり産業の集積等により同産業の振興を

図るため、条例に基づき知事が定める地域

対 象 地 域 ・京都新光悦村

（伝統と文化のものづくり産業と先端産業との融合により新たなものづくりを推進する拠点）

・丹後地域（丹後織物産地等）

事 業 内 容

伝統と文化のものづくり産業及び同関連業種等
対 象 業 種

目 的 （製造業、デザイン業、製造小売業等）

対 象

方法等 補助要件等

用地面積 投下固定資産額又は地元雇用者数 補助限度額

３，０００㎡以上 １億円以上又は１０人以上 ２億3,000万円

１，０００㎡以上 3,300万円以上又は４人以上 7,600万円

３，０００㎡未満

中小企業：１５％ 大企業：１０％

補助率等

地元雇用者 障害者：５０万円 正規雇用者：４０万円

その他：１０万円

※中小企業とは、中小企業基本法で中小企業に分類されるもの

※京都新光悦村については、小規模区画分譲（３００㎡以上）の特例等を設定

担当課名 企業立地推進課 企業誘致担当 課・係 電話番号 075-414-4848

商工労働観光－３９



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

中心市街地商店街活性化総合支援事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別２７,０００千円

１ 趣 旨

市町村のまちづくりと一体となったまちなか商店街の活性化に向
けた戦略的、モデル的な事業を支援する。

２ 事業内容

（20,000千円）（１）まちなか商店街にぎわいづくり支援事業

地域商業ガイドラインで中心市街地として位置付けられた

地域への支援

①計画策定への支援

市町村が中心となって組織した実行委員会が行う計画策定

を支援事 業 内 容

②モデル事業への支援目 的

商工団体等が計画に基づき実施する、観光集客や都市再開発対 象

と併せた商業賑わいづくりなど、モデル性の高い事業を支援方法等

（5,000千円）（２）まちなか商店街再生支援事業

国の認定を受けた中心市街地活性化基本計画に基づく事業を

支援

（2,000千円）（３）中心市街地商業活性化推進事業

国の認定を受けた中心市街地活性化基本計画に基づき中心市街

地活性化協議会の構成員が実施するコンセンサス形成、事業設計

・システム開発、テナントミックス、広域ソフト事業を支援

（４）まちなか商店街再生特別融資

地域商業ガイドラインの中心市街地において、商店街等の活性

化のために市町村が策定した計画に位置付けられた事業（店舗等

の整備など）を行う中小企業・組合に対して低利融資を実施

担当課・係名 貿易・商業課 商業・物流担当 課･係 電話番号 075-414-4836

商工労働観光－４０



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
府 民 生 活 部
商工労働観光部

元気のある商店街づくり支援事業費事 業 名

新 規・継 続予 算 額 新規・継続の別５８,８００千円

１ 趣 旨

商店街・小売商業の活性化を図るため、商店街等が実施する
施設整備や創意工夫あふれる集客事業を支援する。

２ 事業内容

（１）商店街施設の整備と改修への支援

（40,000千円）魅力ある商店街づくり推進事業
商店街のアーケード、カラー舗装、街路灯、統一看板、

ポイントカードシステム等の設置や改修等を支援

事 業 内 容
（２）オンリーワン商店街づくりの推進

目 的
（10,000千円）対 象 ① 商店街チャレンジ支援事業

地域資源等を活かした創意工夫溢れる集客イベントを方法等

支援

（6,000千円）② 新しい商店街づくり連携支援事業
商店街が地域の諸団体や住民等と連携し広域的な商業

活性化を目指して取り組む事業を支援

1,000千円 再掲 [新規]③ 商店街 知恵の経営支援事業「 」 （ ）（ ）
モデル商店街において経営承継などの活性化に向け

たけた戦略づくりを支援

（３）個店支援による商店街の活性化

（1,800千円 （再掲）① 女性チャレンジオフィス支援事業 ）
[府民生活部所管]

起業を目指す女性、又は、起業したばかりの女性向けイ
ンキュベーション施設を設置し、女性起業家の創出促進及
び地域に根ざしたチャレンジ支援による地域活性化を図る

② きょうと元気な地域づくり応援ファンドによる支援
（商店街活性化重点支援枠の設置）

商店街の空き店舗等での新規事業や経営革新事業を支援

担当課・係名 貿易・商業課 商業・物流担当 課･係電話番号 075-414-4836
男女共同参画課 企画・推進担当 075-414-4291

商工労働観光－４１



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

絆・賑わい商店街推進事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別２０,０００千円

１ 趣 旨

商店街が地域生活やコミュニティの交流の場としてさらに

発展するため、商店街と地域の連携による交流事業やコミュ

ニティ拠点の設置運営を支援するとともに、各地で交流事業

に積極的に取り組む商店街関係者の交流会を実施する。

２ 事業内容

（9,000千円）（１）絆・賑わい商店街推進事業

① 地域交流事業への支援

ＮＰＯ等の地域団体が商店街とともに取り組む商店街活

性化事業を支援事 業 内 容

フリーマーケット、朝市、若者向け職業体験、携帯電話

を活用した宅配事業、買い物代行サービス 等目 的

対 象

② コミュニティ拠点形成への支援方法等

商店街と地域が連携して実施するコミュニティ拠点の整

備や運営を支援

子育てステーション、コミュニティ・カフェ、健康サロ

ン、碁会所やパソコン教室等の文化サロン、社会参加型

店舗、こども図書館、地産地消ショップ 等

（10,000千円）（２）地域と商店街の人づくり事業

商店街における、宅配や御用聞き、コミュニティカフェな
ど地域サービス事業の展開を通じて、地域活性化の担い手と
なる人材を育成

（1,000千円）（３）がんばる商店街サミットの実施

地域交流事業やコミュニティ拠点整備事業に取り組む商店
街関係者の交流会を実施

担当課・係名 貿易・商業課 商業・物流担当 課･係電話番号 075-414-4836

商工労働観光－４２



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都府北部物流産業総合振興事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続４９，９３８千円

１ 趣 旨

京都舞鶴港を物流の産業基盤としてさらに活用し、物流関係特定

産業集積促進計画による物流・配送拠点の集積や外国貿易の伸張に

より、北近畿全体の物流を拡大させ、京都府北部地域の産業振興を

図る。

２ 事業内容

舞鶴港振興会が行うポートセールス等の事業を支援し、航路の拡

充、貿易の拡大等を図る。

①京都舞鶴港ポートセールス推進事業事 業 内 容

定期航路の拡充、コンテナ貨物等の集荷、企業誘致等のポート

セールス活動事業目 的

対 象

②京都舞鶴港トライアル利用促進特別支援事業方法等

北近畿に立地する事業者を中心に外国貿易貨物の京都舞鶴港で・

のトライアル利用を促すため、貿易取扱事業者に対し、支援。

（平成２０年度からの３年間期間限定）

・企業の国内搬送距離を縮減し、エコロジーな物流環境を構築す

るとともに、立地企業の物流コストの縮減を目指す。

担当課・係名 貿易・商業課 京都舞鶴港担当 課・係 電話番号 075－414－4840

商工労働観光－４３



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都舞鶴港貿易振興強化推進費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規４，０００千円

１ 趣 旨

京都舞鶴港の利用促進や雇用創出を一層図るため、日本海側諸港

との連携によるポートセールスや港湾関連用地等への物流関連企業

等の誘致を強化する。

２ 事業内容

（１）日本海側諸港との連携推進によるポートセールスの強化

集荷圏が競合しない日本海側諸港との連携事業により、集荷、

コンテナ航路等の誘致を効率的に進めるため、トップセールスを

含めた誘致活動を展開事 業 内 容

①集荷、コンテナ航路、クルーズ船及びフェリーの誘致セミナー

の開催目 的

②大連集荷研究会の運営対 象

現中国航路が寄港する大連市進出の日本企業等のネットワーク方法等

を構築するための研究会を立ち上げ、新規輸出入貨物の開拓等を

図る。

（２）港湾関連用地等への企業誘致の強化

企業立地促進条例に基づく特定産業集積促進計画により、港湾

関連用地等へ物流企業等を誘致し、雇用を創出するため、広域振

興局、関係市とも連携し、精力的に企業訪問活動を展開するとと

もに、物流関連企業、商社等を対象とした舞鶴港見学会を開催。

担当課・係名 貿易・商業課 京都舞鶴港担当 課・係 電話番号 075－414－4840

商工労働観光－４４



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

上海万博出展事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５，０００千円

１ 趣 旨

過去最多の7,000万人の入場者が予想される上海万博において、観

光情報を中心とした京都情報を発信することにより、中国における

京都への理解度・知名度アップを図るとともに、京都への観光誘致

に向け、関西の各自治体と連携して出展する。

２ 事業内容

平成２２年度の関西共同出展に向け、平成２１年度は展示スペー

スの設計、展示物・配布物の製作等を行う。事 業 内 容

目 的

対 象

【関西共同出展】方法等

①期 間

平成２２年５月１日～１０月３１日（１８４日間）

②場 所

「ベストシティー実践区」大阪館関西ゾーン出展エリア内

③内 容（予定）

京都府の魅力発信（産業・観光・物産の紹介）

・映像放映、パネル展示

・京都旅行ちらし、パンフレットの配布

・京都物産の展示 等

担当課・係名 貿易・商業課 京都舞鶴港担当 課・係 電話番号 075－414－4840

商工労働観光部－４５



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

「京都モデル」子育て応援中小企業推進事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別３，７００千円

１ 趣 旨

急速な少子化の進行等を踏まえ、子どもを安心して生み育てられ

る労働環境の整備のため、中小企業の実情に合った仕事と家庭の両

立支援にかかる取組の普及促進を図る。

２ 事業内容

公労使が連携した取組による職場ぐるみでの子育て支援策の推進

（１ 「京の子育て応援宣言企業」の公募）

子育て応援の方針を宣言する中小企業の公募
事 業 内 容

（２ 「京都モデル」子育て応援中小企業認証制度の実施促進）

宣言企業が、自社の実情に合った仕事と子育ての両立支援策目 的

に取り組み、一定の成果があった場合「京都府認証 京の子育対 象

て応援企業」として認証方法等

＜認証のメリット＞

・宣言企業及び認証企業の記者発表やＨＰ掲載等による広報

・認証マーク等を活用した企業のイメージアップ

・商工中金の企業向け優遇金利の設定

（育児休業資金特別融資制度）・近畿労働金庫の労働者向け優遇金利の設定

担当課・係名 労政課 労働組合担当 課･係 電話番号 075-414-5097

商工労働観光－４６



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都観光未来塾推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１２,５００千円

１ 趣 旨

京都の観光の質を高め、府域への観光誘客の促進を図るため、京都府観光連

盟に設置する京都観光未来塾において京都観光を担う人材の育成を図り、京都

府の観光力を強化する。

２ 事業内容

(1) 地域の魅力づくり

事 業 内 容 観光産業経営者、従業員等観光産業の担い手を育成するための顧客満足度

やもてなし意識を向上させる演習のほか、観光地づくりやボランティアガイ

ドの研修会等を実施する。

目 的

(2) 府域への外客誘客対 象

方法等 観光産業や地域観光の担い手を対象に、外国人への広報宣伝・ＰＲ戦略、

外国人案内マップ、チラシ、ホームページ等の企画、外国人に対するもてな

しのための語学・マナー講座等を実施する。

(3) 観光産業の創出

きょうと元気な地域づくり応援ファンドや各種制度融資の活用等による観

光ビジネス等の創出を支援する。

(4) 観光ボランティアガイドへの支援

リーダー養成講座等のほか、各団体の連携組織設立を促進し、活動の活発

化を図る。

担当課・係名 観光課 企画担当 課･係 電話番号 075-414-4841

商工労働観光－４７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都・花灯路推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１７,０００千円

１ 趣 旨

閑散期における京都への観光誘客を図るため、京都の歴史的文化遺産をつな

ぐルートを風情のある灯りでライトアップし、寺院・神社における夜間拝観等

とタイアップしたスケールの大きな夜の時・空間を創出する観光イベントを、

地元や府市民、企業等の参加のもと実施する。

２ 事業内容

(1) 開催地域・時期事 業 内 容

嵯峨・嵐山地域 ： 平成21年12月 10日間程度（予定）

東山地域 ： 平成22年 3月 10日間程度（予定）

目 的

(2) 灯りの催事奨励事業対 象

方法等 花灯路用に整備した照明設備を、府内の観光や地域の振興のための様々な

催しに貸し出し、灯りの催事を支援する。

３ 事業主体

京都・花灯路推進協議会

京都府、京都市、京都商工会議所、京都仏教会、

(社)京都市観光協会、(財)京都文化交流コンベンションビューロー

担当課・係名 観光課 振興担当 課･係 電話番号 075-414-4837

商工労働観光－４８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

丹後広域観光等推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２７,０００千円

１ 趣 旨

観光庁から観光客の来訪及び滞在を促進する観光圏の指定を受けた丹後地域

、 、 、 、の自然 文化 歴史 温泉等豊かな観光資源を幅広く情報発信することにより

丹後の知名度を高め、四季型・滞在型観光地としての確立を目指すとともに、

観光客の誘致を継続的に推進し、地域の活性化と産業の振興を図る。

２ 主な事業内容

(1) 通年型・滞在型観光地づくり推進事業

海・山・里の恵みを生かした食の魅力の開発や温泉、クルーズ体験、漁業

体験など資源の活用を図り、また、観光サインの整備等を推進し、通年型・

滞在型観光地としての確立を図る。

(2) ツアーコース・プログラム開発事業

自然景観・環境や丹後天橋立大江山国定公園、ＫＴＲ、京都舞鶴港等の資

事 業 内 容 源を生かし、エコツーリズム等のツアーコースのほか、国内外の教育旅行誘

致のための魅力的な体験プログラムの開発等を行う。

(3) ホスピタリティー・人材育成事業目 的

対 象 「北京都丹後ふるさと検定」の合格者を「丹後観光口コミ大使」として活

。 、 、 、方法等 用する また 地元市町・観光協会等と協力し ネイチャーガイドの育成や

東アジア地域からの誘客を推進するため語学研修等による観光関連事業者の

人材育成を行う。

(4) 観光情報発信事業

情報誌「食遊楽里 「北近畿」等の発行や首都圏のアクティブシニア層」、
く ゆ ら り

に向けてのＰＲを行う。また、京阪神・中京圏でのメディアへの記事掲出、

観光キャンペーン等を実施し、タイムリーで効果的な観光情報を発信する。

(5) 広域観光連携事業

丹後と隣接した若狭地域の各観光団体との連携や兵庫県・鳥取県と連携

し、日本海沿岸地域を中心としたモデルコースの開発や観光パンフレットの

作成等を行い広域観光を推進する。

３ 実施主体

・丹後広域観光キャンペーン協議会

構 成 ： 京都府、丹後３市２町、民間関係団体等

・北近畿観光連盟

構 成 ： 京都府、兵庫県、福井県及び三府県の観光連盟、丹後・但馬等

、（ ） 、の１２市町及び観光協会３４団体 社 日本観光協会関西支部

ＪＲ西日本福知山支社

・京都・兵庫・鳥取３府県広域観光連絡会議

構 成 ： 京都府、兵庫県、鳥取県

担当課・係名 観光課 振興担当 課･係 電話番号 075-414-4841

商工労働観光－４９



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

京都府観光ブランド推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規８,０００千円

１ 趣 旨

京都の強みを生かしたテーマ（ 食」と「匠 ）に基づき、各地域・分野の「 」

人々と協働して集中的な誘客プロジェクトを実施し、一層の観光誘客を図る。

２ 事業内容

(1) テーマ

① 京都 味の巡礼

② 京都 匠の巡礼

(2) 内 容事 業 内 容

テーマに基づき、文化との関わり、ものづくりの精神等、京都の奥深い魅

力を生かしたプロジェクトを展開

目 的 ア 情報発信・ＰＲ

対 象 京料理や府内各地域の特色ある食、産業資産等を紹介するパンフレッ

方法等 トの作成・配付、キャンペーン実施等

イ 観光の魅力開発

工房、企業ミュージアム・工場等の発掘、プログラム開発

ウ 商品化促進

食を楽しむ・ものづくりの精神にふれるプログラム企画コンペ
こころ

エ 観光のまちづくり

地域の食材、産業資産等を活用した観光のまちづくり支援

オ 日本料理コンペティションとの連携

ＮＰＯ法人日本料理アカデミーが実施する日本料理コンペティションと

連携した食の文化の継承・発展

担当課・係名 観光課 振興担当 課･係 電話番号 075-414-4837

商工労働観光－５０



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

商工労働観光部

観 光 資 源 魅 力 向 上 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規７６，９００千円

１ 趣 旨

奥深い京都府の魅力をより多くの観光客に周知することにより、京都市

域に集中する観光客を京都府全域に拡大するとともに、リピーターを確保

するため、魅力ある観光資源を生かした観光商品企画等を実施し、地域の

活性化を図る。

２ 事業内容

(1) 主な事業内容

①京都観光おもてなし推進事業

事 業 内 容 観光客の利便性向上のため、京都府観光連盟等との連携により、主要観

光地における観光案内・交通案内等を実施

目 的

②北近畿タンゴ鉄道魅力向上対策事業対 象

方法等 丹後地域への観光誘客と地域活性化を図るため、ＫＴＲ沿線の自然・文

化・産業等を活用し、付加価値の高い着地型観光の商品造成を実施

③丹波・山城定期観光バス運行促進事業

丹波・山城地域における課題の一つである二次交通の問題に対応し、京

都市域からのひと足のばしの観光を推進するため、着地型観光の商品造成

とこれらの地域を周遊する観光バスの運行を実施

担当課・係名 観光課 企画担当 課･係 電話番号 075-414-4841
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平成２１年度 当初予算案主要事項説明
商工労働観光部

総合観光案内所整備費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５６，０００千円

１ 趣 旨

内外の観光客の利便性向上のため、京都府全域の観光案内、観光情報発

信等をワンストップで行う総合観光案内所を、京都の玄関口である京都駅

に、府市共同で設置する。

２ 事業内容

(1) 設置場所

京都駅南北自由通路０番ホーム上西側

(2) 主な機能

・対面案内（日本語、英語、中国語、韓国語）

事 業 内 容 ・電話案内

（ ）・コンシェルジュ機能 ニーズに応じた観光コース・スポットの提案等

目 的 ・検索用パソコン等による案内

対 象 ・京都府全域の観光情報の発信

方法等 ・宿泊紹介・当日予約 等

(3) 開設時期

平成２２年３月下旬（予定）

※京都府観光情報センター・京都ツーリストインフォメーション（京都駅ビ

ル９階 、京都市観光案内所（京都駅ビル２階）は統合により廃止）

担当課・係名 観光課 企画担当 課･係 電話番号 075-414-4841
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